
（様式第１号）

平成 年 月 日

財団法人栃木県産業振興センター 理事長 様

所在地

企業名

代表者 印

サポートユアビジネス事業助成金交付申請書

サポートユアビジネス事業実施要領第９条の規定に基づき、助成金を交付されたく申請します。

記

１ 研究開発のテーマ

２ 研究開発の産業分野

・重点分野（自動車 情報通信 環境 航空宇宙 医療福祉 バイオテクノロジー 住宅）

３ 研究開発の部門

（ 産学連携部門 ・ チャレンジ部門 ・ 事業化促進総合支援部門 ）

４ 研究開発に要する経費及び助成金交付申請額

研究開発に要する経費 円

助成金交付申請額 円



（様式第２号）

事 業 計 画 書

申 請 者 の 概 要

企業名 設立 年 月

代表者名 資本金 千円

所在地
〒

従業員数 人

電話番号 FAX 連絡者名

事業内容

研究開発のテーマ

研究開発の目的

研究開発の内容

及び規模

研究開発の期間
開始予定 平成 年 月 日

完了予定 平成 年 月 日

研究開発に要する

経費 総額 円 （助成金交付申請額 円）

研究開発成果の事

業化

市場性・市場規模

補助金・助成金の

交付を受けた実績

※ 必要に応じて拡大し、資料等(会社案内を含む)を添付して下さい。



（様式第３号）

研究開発費用予算書（産学連携部門用）

１ 研究開発に要する経費の内訳

区 分 金 額 内 容

調 査 費
千円

設 計 費
千円

試 験 ・ 実 験 費
千円

測 定 費
千円

工具・機材・備品費
千円

原 材 料 費
千円

外 注 費
千円

専門家等の技術指導に

要する経費

千円

大学等に納付する費用 千円

千円

研究開発に要する経費

計①

千円

①×補助率１／２

②

千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円 ※助成金交付申請額は、「②の額」または１００万円のい

ずれか小さい額となります。

※ 費用は申請者が負担する金額を記載して下さい。（消費税は含めないこと）

※ 産学連携部門 助成金交付申請額の上限は、１００万円です。

２ 資金調達方法

区 分 金 額 資 金 の 調 達 先

自 己 資 金
千円

借 入 金
千円

そ の 他
千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円

合 計
千円 ①の金額と同額



（様式第３号）

研究開発費用予算書（チャレンジ部門）

１ 研究開発に要する経費の内訳

区 分 金 額 内 容

調 査 費
千円

設 計 費
千円

試 験 ・ 実 験 費
千円

測 定 費
千円

工具・機材・備品費
千円

原 材 料 費
千円

外 注 費
千円

専門家等の技術指導に

要する経費

千円

研究開発に要する経費

計①

千円

①×補助率１／２

②

千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円 ※助成金交付申請額は、「②の額」または１００万円のい

ずれか小さい額となります。

※ 費用は申請者が負担する金額を記載して下さい。（消費税は含めないこと）

※ チャレンジ部門 助成金交付申請額の上限は、１００万円です。

２ 資金調達方法

区 分 金 額 資 金 の 調 達 先

自 己 資 金
千円

借 入 金
千円

そ の 他
千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円

合 計
千円 ①の金額と同額



（様式第３号）

研究開発費用予算書（事業化促進総合支援部門）

１ 研究開発に要する経費の内訳

区 分 金 額 内 容

調 査 費
千円

設 計 費
千円

試 験 ・ 実 験 費
千円

測 定 費
千円

工具・機材・備品費
千円

原 材 料 費
千円

外 注 費
千円

専門家等の技術指導に

要する経費

千円

研究開発に要する経費

計①

千円

①×補助率１／２

②

千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円 ※助成金交付申請額は、「②の額」または１００万円のい

ずれか小さい額となります。

※ 費用は申請者が負担する金額を記載して下さい。（消費税は含めないこと）

※ 事業化促進総合支援部門 助成金交付申請額の上限は、１００万円です。

２ 資金調達方法

区 分 金 額 資 金 の 調 達 先

自 己 資 金
千円

借 入 金
千円

そ の 他
千円

助 成 金 交 付 申 請 額
千円

合 計
千円 ①の金額と同額



平成 年 月 日

（財）栃木県産業振興センター 理事長 様

（研究機関の名称及び代表者の印）

所在地

学校名

代表者 印

共同研究証明書

平成 年度サポートユアビジネス事業産学連携部門における共同研究を、下記のとお

り行うことを証明します。

記

１ 研究者

２ 研究課題

３ 共同研究を実施する企業及び担当者


